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消費者契約法施行規則の一部を改正する内閣府令（案）の概要 

１．「消費生活相談員」の法律上の明記に伴う「消費生活に関する事項について

専門的な知識経験を有する者」に適合する者の追加 

消費者契約法は、適格消費者団体の認定要件の一つである「専門的な知識経

験を有する」ことに関し、差止請求の要否及び内容についての検討部門におい

て「消費生活に関する事項について専門的な知識経験を有する者として内閣府

令で定める条件に適合する者」（第13条第３項第５号イ）が助言等を行う体制

が整備されていることを必要としているところ、平成26年の第186回国会で成

立した「不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律」（平成

26年法律第71号）の規定による消費者安全法の改正により、「消費生活相談員」

の職が法律上位置付けられたことに伴い、「消費者安全法（平成二十一年法律

第五十号）第十条の三第一項の消費生活相談員資格試験に合格し、かつ、同条

第二項に規定する消費生活相談に応ずる業務に従事した期間が通算して一年

以上の者」を当該条件に適合する者に追加することとする。 （第４条関係） 

 

２．適格消費者団体が特定認定を受けて被害回復関係業務を行う場合における

業務及び経理に関する帳簿書類に関する規定の新設 

消費者契約法は、適格消費者団体に対してその業務及び経理に関する帳簿書

類の作成及び保存の義務を課しているところ（第30条）、適格消費者団体が特

定認定を受けて被害回復関係業務を行う場合における業務及び経理に関する

帳簿書類として、被害回復関係業務に関し相手方との交渉の経過を記録したも

のなどを定めるものとする。ただし、適格消費者団体が従前から作成及び保存

の義務が課されている帳簿書類と同一の帳簿書類を作成し保存することとな

る場合にあっては、この限りでないこととする。      （第21条関係） 

 

３．役職員等名簿の記載事項に係る改正 

  消費者契約法は、適格消費者団体が備え置かなければならない書類の一つ

として、「役職員等名簿」（第31条第３項第３号）を掲げているところ、その記

載事項として、当該役職員等が被害回復裁判手続の相手方と特別の利害関係

を有する場合の措置が講じられた場合における当該措置の内容を追加するこ

ととする。                       （第24条関係） 

 

４．適格消費者団体が特定認定を受けて被害回復関係業務を行う場合に備え置

かなければならない経理に関する事項を記載した書類に関する規定の新設 

  消費者契約法は、適格消費者団体が備え置かなければならない書類の一つ

として、「収入の明細その他の資金に関する事項、寄附金に関する事項その他

の経理に関する内閣府令で定める事項を記載した書類」（第31条第３項第６号）

を掲げているところ、適格消費者団体が特定認定を受けて被害回復関係業務
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を行う場合における「内閣府令で定める事項」として、所要の事項を定めるこ

ととする。                      （第25条関係） 

 

５．内閣総理大臣が公表することができる必要な情報に係る改正 

  消費者契約法第39条第２項は、差止請求関係業務に関する情報を広く国民

に提供するため必要な情報を公表することができる旨を定め、当該情報の一

つとして、同法第31条第６項の規定により提出された書類に記載された事項

に係る情報が定められているところ（消費者契約法施行規則第29条第２号イ）、

当該書類（事業報告書に限る。）に被害関係回復業務の一部の委託に係る報酬

の額が記載されている場合において、その額を公表することにより当該委託

を受けた者の業務の遂行に支障を生ずるおそれのあるときにあっては、当該

委託を受けた者の氏名又は名称を除いたものをもって足りるものとする。 

（第29条関係） 

 

６．その他 

(1) 施行期日 

この府令は、「消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判

手続の特例に関する法律」（平成25年法律第96号）の施行の日から施行する

こととする。                  （附則第１条関係） 

(2) その他所要の規定の整理を行うこととする。 
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内閣府の所管する消費者庁関係法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等に

おける情報通信の技術の利用に関する法律施行規則の一部を改正する内閣府令

（案）の概要 

１．電磁的記録による保存及び作成を可能とするための改正 

消費者契約法の規定により書面による保存及び作成が義務付けられている

ものについて、書面に代えて当該書面に係る電磁的記録による保存及び作成を

行うことができるようにするための改正を行うこととする。 

（別表第一及び別表第二関係） 

 

２．施行期日 

「消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関

する法律」（平成25年法律第96号）の施行の日から施行することを想定 
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